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教員免許法対応の「体育（２単位）」の履修並びに授業内容に関する調査報告 

日本体育学会 指導者育成・資格特別委員会 

教職必修体育作業部会  

1. はじめに  

 日本体育学会の指導者育成・資格特別委員会から「教員免許法対応の「体育（２単位）」の履

修並びに授業内容に関する調査」について日本教育大学協会（保健体育・保健研究部門）を通じ

て依頼し、22大学から回答を得た.この回答を単純集計し，以下にその結果を報告する.  

2. 調査の目的 

 各大学の教員免許法対応の「体育（２単位）」の実施状況や今後のあり方等について，別添の

調査票に基づき，各大学にアンケート調査を実施し，今後の「体育（２単位）」のあり方や授業

改善の資料とする． 

 

3. 調査の方法並びに回答大学 

 調査の趣旨や目的について日本教育大学協会（保健体育・保健研究部門）の承諾を得て，日本

教育大学協会の事務局を通じてメールにて調査依頼を行い，各校の担当者より回答を得た．回答

を頂いた大学は以下のとおりである.  

北海道教育大学、宮城教育大学，宇都宮大学，群馬大学，横浜国立大学，上越教育大学，福井大

学，静岡大学，愛知教育大学，三重大学，滋賀大学，奈良教育大学，兵庫教育大学，岡山大学，

鳥取大学，愛媛大学，高知大学，福岡教育大学，佐賀大学，長崎大学，熊本大学，宮崎大学  

4-1． 集計結果①：各大学の実施状況 

１）カリキュラムの位置づけ 

 表1-1は、教職科目「体育（２単位）」のカリ

キュラム上の位置づけについて尋ねた結果であ

る．回答した全ての大学で「共通教育・教養教

育」として実施されていることが確認された． 

 

２）授業形態 

 表1-2は、教職科目「体育（２単位）」がどの

ような授業形態で実施されているかを尋ねた結

果である．講義のみの大学はなく，実技のみは8

大学（36.4％）で，他の大学は実技と講義を組

み合わせたり，実技の中に講義を含めたり，演

習として実施している大学がみられ，各大学に

より授業形態に違いがみられた．  

 

表1-2．　授業形態

N （%)

実技（2） 8 (36.4)

講義（２） 0 (0.0)

実技（１）＋講義（１） 2 (9.1)

実技（１）＋講義（２） 1 (4.5)

実技（２）＋講義（２） 1 (4.5)

その他（２） 10 (45.5)

計 22 100



３）教職科目としてのシラバスへの明記 

 表1-3は、「体育（２単位）」がシラバスに教

職科目として明記されているかを尋ねた結果で

ある．教職科目として明記されているのが5大学

（22.7%）で，明記されていないのが17大学

（77.3%）であった．  

 

 

４）教職を意識した内容 

 表1-4-1は、「体育（２単位）」が教職を意識

した内容（免許状取得を踏まえた内容）になっ

ているかを尋ねた結果である．対応していると

回答したのが15大学（68.2%）で，対応していな

いと回答したのが7大学（31.8%）であった．表

1-3でシラバスに明記している大学は少なかっ

たが，授業内容は教職を意識している大学が多

くなっていた．  

 

 表1-4-2は、教職を意識した内容（免

許状取得を踏まえた内容）と回答した

大学に具体的な内容について回答して

もらった結果である（複数回答可）．

「体育（運動やスポーツ）の意義，目

的」（93.3%），「ウォーミングアップ，

ストレッチ等の指導」（53.3%）, 「各

運動領域・種目の指導」（40.0%）の内

容が多くなっていた．  

 

  

 

５）履修の条件 

 表1-5は、教職科目「体育（２単位）」の履修

に何か条件があるかを尋ねた結果である．５大

学（22.7%）が履修の条件をつけていた．具体的

には，「教育学部生向けの時間割が指定され，

他学部生が受講できないようにしている」や「教

職基礎論（教職必修科目）の単位を修得済みで

あること」等，教職科目のねらいに対応した条

件が設定されていた． 

 

4-2． 集計結果②：各大学の工夫・改善・課題 

 表2-1は，各大学で教職科目「体育（２単位）」の授業実施にあたって工夫・改善している点

をあげてもらった回答をまとめたものである． 

表1-３．　教職科目としてのシラバス明記

N （%)

されている 5 (22.7)

されていない 17 (77.3)

計 22 100

表1-4-１．　教職を意識した内容

N （%)

対応している 15 (68.2)

対応していない 7 (31.8)

計 22 100

表1-4-2．　どのような内容か（対応している15大学の内容：複数回答）

N （%)

体育（運動やスポーツ）の意義，目的 14 (93.3)

各運動領域・種目の指導に関すること 6 (40.0)

運動部活動の指導に関すること 4 (26.7)

運動会，クラスマッチなど体育的行事の指導 3 (20.0)

ウォーミングアップ，ストレッチ等の指導に関すること 8 (53.3)

テーピングや応急処置に関すること 4 (26.7)

その他 4 (26.7)

表1-5．　履修の条件

N （%)

ある 5 (22.7)

ない 17 (77.3)

計 22 100



 いくつかの大学で，教職を意識した内容として工夫・改善がされている．また，広く「生涯ス

ポーツ」「運動の楽しさ」「運動の特性」といったテーマにおいて，教職と関連させて内容構成

している大学がみられた．さらに，将来の教員として体力の向上・維持や認識について内容を扱

っている大学や，課題の探究やジェネリックスクルの獲得，配慮の必要な学生への対応など，今

日的な課題への対応を扱っている大学もみられた． 

 一方，授業担当者の各教員に委ねられていたり，今後，リニューアルの必要性を認識している

大学もあった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 表2-2は，各大学で教職科目「体育（２単位）」の授業実施にあたって課題になっている点を

あげてもらった回答をまとめたものである． 

 まず，学生のニーズや意識についての指摘がみられた．どの大学も共通教育や教養教育のなか

かで教職科目「体育（２単位）」を位置づけているため，科目の趣旨やねらいと学生の意識をど

う方向づけるかが課題として指摘されていた．さらに，授業を担当する教員についても，授業改

善やFDの必要性が指摘されていた． 

 一方，教職科目「体育（２単位）」に限定したものではないが，大学体育の充実にむけた教員

（非常勤を含む）の確保や体育施設の老朽化，障害者差別解消法の施行に伴う合理的配慮への対

応などが課題としてあげられていた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4-3． 集計結果③：「体育（２単位）」の今後のあり方について 

 教員養成改革が進む状況において，教員免許法対応の「体育（２単位）」の今後のあり方につ

いて，尋ねた結果である． 

 

 表3-1-1は，今後，教員免許状の取得に「体育（２単位）」の必要であるかの回答をまとめた

ものである． 

 約７割の大学が「必要である」，約３割の大学「修

正の上，必要」と回答しており，「必要ない」と回

答した大学はみられなかった．どの大学も教職科目

「体育（２単位）」の必要性を感じており，約３割

の大学は，現状からの修正の必要が必要であると回

答していた． 

 

 

 表3-1-2は上述の理由をまとめたものである．主な意見として，以下のような回答がみられた． 

 

・ 学習指導要領の総則に「学校における体育・健康に関する指導は，学校の教育活動全体を

通じて」と明記されており，学校での体育的行事，運動部活動，生徒理解，学級経営など

はどの教員も指導にあたるため，その内容を学習したいり指導力を身につけるうえで，「体

育（２単位）」が必要． 

・ 教職に限らず運動やスポーツの価値や意味を理解し，その重要性を認識することは生涯ス

ポーツを推進するうえで大切なことであり，教員を目指す学生にもそのことを理解させる

必要がある． 

・ コミュニケーション能力や課題解決能力，規範意識など，豊かな人間性や個人の成長に運

動やスポーツは貢献することができ，教職における体育の位置づけを主張するうえでも重

要なことである． 

・ 現状の学生にとっても，コミュニケーション力や課題解決的な学習に課題がみられるため，

実践的な授業を通じてこれらの内容を身につけることが求められている． 

 

・ 必要性は認めながらも，指導する教員が種目の専門性に特化しすぎていることもあり，教

職科目としての趣旨や内容を理解した上で授業改善を図る必要がある． 

 

 

表3-2は，今後，「体育（２単位）」が必修でなくなった場合の影響について回答をまとめたも

のである．主な意見として，以下のような回答がみられた． 

 

・ 体育に関する内容を履修する機会が減るため，教員になってからの体育の指導力の低下に

つながる． 

・ 授業科目の履修者が減り，授業科目の存続や教員の定数削減，予算削減等に影響がでる． 

・ 教員養成系大学における体育の位置づけが縮小化される． 

 

カリキュラム上，必修でなくなっても影響がない大学もみられたが，育成する学生の資質・能力

の低下とともに，カリキュラムにおける授業科目の削減とそれに伴う人員削減等に不安を感じて

いる大学が多くみられた． 

表3-1-1．　「体育（２単位）」の必要性

N （%)

必要である 16 (72.7)

修正の上，必要 6 (27.3)

必要ない 0 (0.0)

計 22 100



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

  

 



 表3-3は，今後の「体育（２単位）」のあり方についての回答をまとめたものである． 

 

 多くの大学で，教職科目「体育（２単位）」の改善に前向きな回答が得られた．それらの多く

は，体育の意義や存在根拠を明確化させ，授業の質保証を図っていくために，今後，改善の必要

性があることの指摘であった．「全国の大学での共通理解」や 「各教員の意識改革」といった

指摘もあり，組織的な対応とFDの充実が求められていた．また，今回の調査を通じて，教員免許

状対応の「体育（2単位）」の課題を認識した大学もあり，今後の検討課題としての意識高揚に

もつながったと言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．まとめ 

 

  本調査では，教員免許法対応の「体育（２単位）」について，各大学の現状と今後の課題に

ついて実態を明らかにしようとした． 

 その結果，概ね，科目の必要性や重要性についての認識はどの大学も高いものの，具体の実践

や内容については，今後，工夫・改善を図ったり，教育養成改革の動向を踏まえて継続して検討

していく必要があることが明らかになった． 

 一方，今回の調査が22大学の回答であっため，今後，他の教員養成系大学や教育養成機能を有

する大学にも，教員免許法対応の「体育（２単位）」のあり方について，議論を広げていく必要

が示唆された． 

 

 

付記  

 本調査にあたっては，日本教育大学協会の協力を得て実施させて頂いた．  

 

日本体育学会 指導者育成・資格特別委員会 教職課程必修体育作業部会 

          日野克博(愛媛大学)、杢子耕一(中京大学) 、小林勝法(文教大学) 

 


